
新型コロナウイルス感染症の拡大を防止し、市民の安全・安心を

守るための対策について

令和 2年 5月 25日 の緊急事態宣言解除後、国は 「新 しい生活様式」や 「感染拡

大予防ガイ ドライン」の実践を通 じて、感染拡大防止 と社会経済活動の両立に向け

た取組 を進 めてお り、本市もそれ らを踏まえ、 11回 の補正予算を含む施策に取 り

組む とともに、本市議会 も、定例会議に加え 5回 の臨時会議を開催 して対策を審議

してお り、市 と情報共有を緊密にし、議員一丸 とな り、感染症の拡大防止 と市民生

活の支援に努めてきた。

新型 コロナ ウイルス感染症の感染報告については、昨年夏以降、新規報告数は減

少に転 じたものの、 10月 末以降か らは、再度増加傾向とな り、 とりわけ神奈川県

を含む 1都 3県では、新規報告数が過去最多を更新 し続けたことを受けて、令和 3

年 1月 7日 に 1都 3県 を対象 とした緊急事態宣言が再び発出された ところである。

今回の緊急事態宣言は、社会経済活動を幅広 く止めるものではな く、感染 リスク

の高い場面に絞って、効果的 。重点的な対策を徹底するもので、飲食店に対する営

業時間短縮要請、不要不急の外出自粛の要請、テ レワークの推進等を行 うものであ

り、これ らの取組は、深刻な感染拡大の状況を食い止めるため、やむを得ないもの

であるが、市民生活の疲弊については、十分な配慮を必要 としている。

よって市長におかれては、市民の安全 。安心を確固たるものとし、市民一人ひ と

りが市の施策の意図を明確に理解 して、感染拡大防止の理解を深めてもらえるよう

にするとともに、的確 に状況を把握 し市民のニーズに応 じた支援を適切に図 られる

よう、次の事項について市議会から申し入れ るものである。

1 本市における新型 コロナ ウイルスの感染状況を示すモニタ リング指標は、 1月
17日 時点で爆発的な感染を示すステージⅣであることか らもわかるように、非

常に深刻な状況である。 こうした指標等の情報を適時適切に市議会に提供す ると

ともに、市民にも分か りやす く周知 して注意喚起 し、外出自粛の徹底等による感

染拡大防止につなげること。

2 市設置施設の体止については、休止の理由や 目的を市民に分か りやす く情報提

供するとともに、利用再開の時期の決定の際には、速やかに周知す ること。



3 保健所業務の増大を受けた県の 「積極的疫学調査」の対象を絞 る方針 を踏 まえ

つつも、本市保健所の調査対象の考え方については、感染状況の正確な把握 と市

民の安全 。安心を大きく損な うことがないように、最善を尽 くす こと。

4 「積極的疫学調査」の対象外 となった濃厚接触者であってもPCR検 査を受け

られ、不安を抱いている軽症者及び無症状者が宿泊療養施設に入所できる環境整備 と

体制強化を最大限構築すること。また、医療体制のひつ迫により、 自宅療養 をお

願いす る軽症者及び無症状者の不安を払 しょくするため、自宅療養す る場合の留

意事項について、周知を徹底すること。
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